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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　送信源から到来した信号を、配列された複数の受信点でそれぞれ受信し、該受信による
受信信号のキャリア位相を追尾して得られる積算デルタレンジをそれぞれ求める積算デル
タレンジ検出手段と、
　前記積算デルタレンジの値を到来信号の波面の位相として、到来信号の角度スペクトラ
ムを求め、該角度スペクトラムから前記到来信号の到来方向を推定する到来方向推定手段
と、
　前記複数の受信点でそれぞれ受信する複数の受信機のうち、基準受信機と校正対象受信
機の観測により求めた受信信号のキャリア位相情報の差である受信機間計算１重差を求め
るとともに、前記基準受信機と前記校正対象受信機の受信点と前記送信源の位置に基づい
て、基準受信機と校正対象受信機との間でのキャリア位相の受信機間計算１重差を求め、
該受信機間計算１重差と前記受信機間観測１重差との差分を前記校正対象受信機のアナロ
グオフセットとして求めるとともに、前記積算デルタレンジを前記アナログオフセットで
補正するアナログオフセット補正手段と、を備えた信号到来方向推定装置。
【請求項２】
　前記複数の受信点をＭ行Ｎ列の２次元に配列し、前記到来方向推定手段が、前記積算デ
ルタレンジをＭ・Ｎ×１の列ベクトルとしてデータ化し、該データの相関行列を求め、当
該相関行列の固有値・固有ベクトルを用いて前記角度スペクトラムを求めるようにした、
請求項１に記載の信号到来方向推定装置。
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【請求項３】
　請求項１または２に記載の信号到来方向推定装置を備え、該信号到来方向推定装置の前
記複数の受信点での各受信信号に対して、所定の複素重みを乗じるとともにそれらの結果
を加算して１つの受信信号を求める受信信号処理手段と、前記信号到来方向推定装置によ
り推定された信号到来方向のうち所望波の方向に指向性をもつように前記複素重みを制御
する手段とを設けたアダプティブアレー。
【請求項４】
　請求項３に記載のアダプティブアレーを備え、該アダプティブアレーにより測位用衛星
からの信号を受信して該受信信号から当該アダプティブアレーの位置を測位する手段を設
けた測位装置。
【請求項５】
　送信源から到来した信号を配列された複数の受信点でそれぞれ受信し、該受信による受
信信号のキャリア位相を追尾して得られる当該受信信号のキャリア位相情報をそれぞれ求
めるキャリア位相情報検出手段と、
　前記キャリア位相情報から到来信号の角度スペクトラムを求め、該角度スペクトラムか
ら前記到来信号の到来方向を推定する到来方向推定手段と、
　前記複数の受信点でそれぞれ受信する複数の受信機のうち、基準受信機と校正対象受信
機の観測により求めた受信信号のキャリア位相情報の差である受信機間計算１重差を求め
るとともに、前記基準受信機と前記校正対象受信機の受信点と前記送信源の位置に基づい
て、基準受信機と校正対象受信機との間でのキャリア位相の受信機間計算１重差を求め、
該受信機間計算１重差と前記受信機間観測１重差との差分を前記校正対象受信機のアナロ
グオフセットとして求めるとともに、前記キャリア位相情報を前記アナログオフセットで
補正するアナログオフセット補正手段と、を備えた信号到来方向推定装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、配列された複数の素子アンテナで送信源から到来した信号の到来方向を推
定する信号到来方向推定装置、配列された複数の素子アンテナを備えたアダプティブアレ
ー、受信信号のキャリア位相情報を基にして受信信号の処理を行う受信信号処理装置、お
よびアダプティブアレーを用いた測位装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　ＧＰＳのキャリア位相を利用したＲＴＫ測位はその精度において他に比較するものがな
いほど優れている。ところが、ＧＰＳにおけるＲＴＫ測位にはマルチパス（多重伝搬）の
影響を受ける問題がある。マルチパスの影響は、衛星からの信号が建物や地面など複数の
箇所で反射し、所望波に重畳して受信アンテナに入射することに起因する。この結果、直
接波と反射波が干渉し、測位精度の低下をもたらし、擬似距離観測量における測位誤差成
分の増加につながる。さらに、マルチパスの大きさによっては、初期化が不能になり、測
位を行うこと自体ができなくなることがある。このため、最近ではこれらの問題を解決す
るためのマルチパス除去の試みが多方面で進められている（非特許文献１参照）。
【非特許文献１】菊間信良著、“アレーアンテナによる適応信号処理”、株式会社科学技
術出版、１９９８年１１月２５日、ｐ．１～４
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　上記問題に対する一つの試みとして、ＧＰＳアンテナの指向性を制御して所望波以外の
成分を抑圧する方式がある。全方位から到来するＧＰＳ信号に対応してアンテナの指向性
を制御するためには、アンテナを２次元アレー化する必要がある。しかし、これを実現す
るためには、各素子アンテナで受けた信号を受信信号処理部ですべて同一の基準周波数信
号および同一の基準クロック信号で処理し、Ａ／Ｄ変換後のデータを１つのデータ処理部
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でまとめて処理する必要がある。そのため特殊な受信機と非常に高速に大量のデータを処
理する大規模回路を必要とし、極めて高価なシステムとなる。
【０００４】
　また、ＧＰＳアンテナの素子が接近すれば相互干渉という問題も生じ、一般市場に流れ
るシステムとしてはコスト的に実現が困難である。
【０００５】
　上述の問題はＧＰＳに限らず、配列された複数の素子アンテナで到来信号を受け、その
キャリア位相を基に信号の到来方向を推定する場合に一般的に生じる。例えば、水中音響
装置において音波の到来方向を推定するような場合にも当てはまる。
【０００６】
　そこで、この発明の目的は、上述の問題を解消して、複数の受信機を用いて且つ各受信
機からキャリア信号を受信機外部へ同期して取り出すことなく、また同一の基準クロック
を用いることなく、信号の到来方向の推定を可能とした信号到来方向推定装置を提供する
ことにある。
【０００７】
　また、従来の受信信号のキャリア位相情報を基にして受信信号の処理を行う装置におい
ては、アンテナをアレー化して複数のハードウェアで信号処理を行う際に、アナログオフ
セット（ラインバイアス）と呼ばれるアンテナや高周波回路での位相のバラツキが問題と
なる。すなわち、求められる受信信号のキャリア位相情報は受信機ごとにバラツキが存在
するため、信号到来方向の推定や受信ビームフォーミングなどの信号処理では、上記アナ
ログオフセットが大きな誤差要因となる。
【０００８】
　従来はこのアナログオフセットを取り除こうとすれば、アンテナや高周波増幅回路の製
作時に測定器を用いて校正しなければならず手間がかかることになる。また温度変化や経
年変化などによっても変化するため、上記アナログオフセットを完全に除去することはで
きなかった。
【０００９】
　そこでこの発明のもう一つの目的は、上記アナログオフセットを自動的に求めて、その
校正を行えるようにした受信信号処理装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　この発明の信号到来方向推定装置は、送信源から到来した信号を配列された複数の受信
点でそれぞれ受信し、該受信による受信信号のキャリア位相を追尾して得られる積算デル
タレンジ（ＡＤＲ：Accumulated Delta Range ）をそれぞれ求める複数の受信機と、前記
積算デルタレンジの値を到来信号の波面の位相として、到来信号の角度スペクトラムを求
め、該角度スペクトラムから前記到来信号の到来方向を推定する到来方向推定手段とを備
えたことを特徴としている。
【００１１】
　また、この発明の信号到来方向推定装置は、前記複数の受信点をＭ行Ｎ列の２次元に配
列し、前記到来方向推定手段が、前記積算デルタレンジをＭ・Ｎ×１の列ベクトルとして
データ化し、該データの相関行列を求め、当該相関行列の固有値・固有ベクトルを用いて
前記角度スペクトラムを求めるようにしたことを特徴としている。
【００１２】
  この発明の受信信号処理装置は、送信源から送信された信号を基準受信機と校正対象受
信機でそれぞれ受信し、該受信による受信信号のキャリア位相情報を基にして受信信号の
処理を行う装置において、基準受信機と校正対象受信機の観測により求めた受信信号のキ
ャリア位相情報の差である受信機間観測１重差を求めるとともに、基準受信機と校正対象
受信機の受信点と前記送信源の位置に基づいて、基準受信機と校正対象受信機との間での
キャリア位相の受信機間計算１重差を求め、該受信機間計算１重差と前記受信機間観測１
重差との差分を前記校正対象受信機の観測によるキャリア位相情報の誤差として求めると
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ともに該誤差分の校正を行う手段とを備えたことを特徴としている。
【００１３】
　この発明のアダプティブアレーは、受信信号処理装置の受信機の受信点をＬ字，十字配
列を含む２次元アレーに配列し、各受信点での受信信号に対して、所定の複素重みを乗じ
るとともにそれらの結果を加算して１つの受信信号を求める受信信号処理手段と、該受信
信号処理により所望の指向性パターンをもつように前記複素重みを制御する手段とを設け
たことを特徴としている。
【００１４】
　また、この発明の測位装置は、アダプティブアレーを備え、該アダプティブアレーによ
り測位用衛星からの信号を受信して該受信信号から当該アダプティブアレーの位置を測位
する手段を設けたことを特徴としている。
【００１５】
　また、この発明の信号到来方向推定装置は、送信源から到来した信号を配列された複数
の受信点でそれぞれ受信し、該受信による受信信号のキャリア位相を追尾して得られる当
該受信信号のキャリア位相情報をそれぞれ求める複数の受信機と、前記キャリア位相情報
から到来信号の角度スペクトラムを求め、該角度スペクトラムから前記到来信号の到来方
向を推定する到来方向推定手段とを備えたことを特徴としている。
【発明の効果】
【００１６】
　この発明によれば、各受信機はそれぞれ独立していながら、受信信号のキャリア位相を
追尾して得られる積算デルタレンジＡＤＲ等の位相情報を各受信機から読み出すことによ
って信号の到来方向を推定できるので、ハードウェアとしては従来の受信機をそのまま用
いることができ、極めて低コストに信号到来方向推定装置を構成できるようになる。
【００１７】
　また、複数の受信点をＭ行Ｎ列の２次元に配列し、到来方向推定手段が、積算デルタレ
ンジをＭ・Ｎ×１の列ベクトルとしてデータ化し、該データの相関行列を求め、当該相関
行列の固有値・固有ベクトルを用いて前記角度スペクトラムを求めることによって、１次
元のデータ処理によって信号到来方向を容易に求められるようになる。
【００１８】
　また、この発明によれば、受信信号のキャリア位相情報の誤差が求められ、その校正が
自動的に行えるので、校正作業に手間が掛からず、しかも温度変化や経年変化などによる
影響も受けずに正確なキャリア位相情報を得る受信信号処理装置を構成することができる
。
【００１９】
　また、この発明によれば、各受信点での受信信号に所定の複素重みを乗じることによっ
て所望波を受け、不要波を受けないようにして選択受信が可能なアダプティブアレーが構
成できる。
【００２０】
　さらにこの発明によれば、直接波による受信信号で且つ正確なキャリア位相情報を基に
して高精度な測位が可能な測位装置が構成できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２１】
　この発明の第１の実施形態に係る信号到来方向推定装置の構成を図１～図１１を参照し
て説明する。
　図１は信号到来方向推定装置の構成を示す図である。（Ｂ）は全体の構成を示すブロッ
ク図、（Ａ）はそのうちのＧＰＳ受信機の構成を示すブロック図である。ＧＰＳ受信機は
（Ａ）に示すように、ＧＰＳアンテナ１１による信号を所定の中間周波信号に変換するダ
ウンコンバータ１２、その信号をディジタルデータ列に変換するＡ／Ｄコンバータ１３お
よびそのディジタルデータを順次入力して信号処理を行い、後述するＡＤＲを含むデータ
を出力する信号処理部１４、および信号処理部１４の制御を行うとともに測位演算を行う
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測位演算部１５とから構成している。信号処理部１４は複数のＧＰＳ衛星からの信号を同
時に受信するために複数チャンネル分備えている。ダウンコンバータ１２は、基準周波数
信号をローカル信号とし、ＧＰＳアンテナ１１からの入力信号を中間周波信号に周波数変
換する。Ａ／Ｄコンバータ１３はその信号を所定ビット数のディジタルデータに変換する
。
【００２２】
　信号到来方向推定装置は図１の（Ｂ）に示すように、複数のＧＰＳアンテナ１１ａ，１
１ｂ・・・１１ｉと、複数のＧＰＳ受信機５ａ，５ｂ・・・５ｉと、ＤＳＰ（ディジタル
シグナルプロセッサ）からなるデータ処理部６を備えている。データ処理部６は各ＧＰＳ
受信機５ａ，５ｂ・・・５ｉから出力されるＡＤＲを読み取り、データ処理により信号の
到来方向を推定する。なお、ＧＰＳ受信機５ａ，５ｂ・・・５ｉはそれぞれ個別の筐体に
納めた装置であってもよいし、それぞれ単一の基板に構成して、それらの基板状態で１つ
の筐体内に組み込んでもよい。
【００２３】
　図２は図１の（Ａ）に示した信号処理部１４の構成を示すブロック図である。また図３
は上記信号処理部１４内に設けられているキャリアＮＣＯ７１とＡＤＲとの関係を示すブ
ロック図である。
　信号処理部１４において、キャリアＮＣＯ７１は測位演算部１５からの制御データを受
けて所定周波数で位相が０°と９０°のキャリア信号（Ｉ信号，Ｑ信号）を発生する。コ
ード発生器７３は所定のコード位相のずれを有する３つのＣ／Ａコード（Ｅ，Ｐ，Ｌ）を
発生し、コードＮＣＯ７２はそのコード位相を数値制御する。乗算器７４，７５，７６は
、所定のコード位相ずれを有する３つのＣ／Ａコード（Ｅ，Ｐ，Ｌ）とＩＦ信号とを乗算
する。乗算器７７，７８は、乗算器７４の乗算結果に対してＩ信号とＱ信号をそれぞれ乗
算する。また、乗算器７９，８０は、乗算器７５，７６の乗算結果に対してＩ信号をそれ
ぞれ乗算する。
【００２４】
　ＰＩ積分器８１，ＰＱ積分器８２は、乗算器７７，７８の出力値を積算することによっ
て、キャリアＮＣＯ７１が発生したキャリア信号とＩＦ信号のキャリア成分との相関値を
求め、その結果をレジスタ８６，８７へ入力する。また、ＥＩ積分器８３，ＬＩ積分器８
４は、乗算器７９，８０の出力値を積算することによって、コード発生器７３が発生した
位相の異なる２つのコードとＩＦ信号のコードとの相関値を求め、加算器８５は、ＥＩ積
分器８３の積算値とＬＩ積分器８４の積算値との差を求め、その値をレジスタ８８へ入力
する。
【００２５】
　測位演算処理部１５は、レジスタ８６，８７，８８に求められた相関結果からＣ／Ａコ
ード位相およびキャリア位相を求めるとともにその追尾を行う。
【００２６】
　キャリアＮＣＯ７１は図３に示すように、所定ビット分のＤ型フリップフロップ７１１
と所定ビット幅の加算器７１２とを組み合わせたものである。Ｄ型フリップフロップ７１
１の出力がキャリアＮＣＯ７１の出力であり、ＡＤＲの小数値に相当する。このフリップ
フロップ７１１の最上位ビットがπラジアンのウェイトを持ち、その次のビットはπ／２
ラジアン、その次がπ／４ラジアンというようにウェイトが１／２ずつ小さくなる関係に
ある。したがって、フリップフロップ７１１の出力値の変化が一巡した時に位相が２πラ
ジアン変化したことになる。ＡＤＲカウンタ８９はソフトウエアの処理によるカウンタで
あり、フリップフロップ７１１の最上位ビットからキャリーを検出して、その数をカウン
トすることによってＡＤＲの整数値を求める。
【００２７】
　このような構成により、加算器７１２に対する設定周波数の値によってフリップフロッ
プ７１１が一巡するに要するクロック数が変化するので、この設定周波数の値によってキ
ャリアＮＣＯ７１の出力信号の周波数を設定することができる。また、上記ＡＤＲの小数



(6) JP 4404588 B2 2010.1.27

10

20

30

40

50

値の変化が一巡する周期は位相ロックしているキャリア信号の１周期に対応しているので
、Ｄ型フリップフロップ７１１の出力値を基準クロック信号に同期したキャリア信号の１
周期に相当するタイミングで読み出したときの値が受信信号のキャリア位相情報に等しい
。
【００２８】
　図１に示した各ＧＰＳ受信機５ａ～５ｉは、受信信号のキャリア位相情報として、この
ＡＤＲの整数値と小数値を例えば毎秒出力する。
【００２９】
　次に、ＭＵＳＩＣ法によって信号の到来方向を推定する方法について述べる。
　図１の（Ｂ）に示した信号到来方向推定装置は、そのアンテナ１１ａ～１１ｉのそれぞ
れを素子アンテナとするアレーアンテナを構成している。このアレーアンテナからの入力
ベクトルＸは、素子数がＫでＬ波の到来波（平面波）が到来する場合、次のように表され
る。
【００３０】

【数１】

【００３１】
　ここで、
【００３２】
【数２】

【００３３】
【数３】

【００３４】
【数４】

【００３５】
【数５】

【００３６】
　ただし、Ｆl （ｔ），θl はそれぞれ第ｌ（エル）波の複素振幅（波形）と到来方向、
Ψi(θl)はｉ番目の素子における第ｌ（エル）波の受信位相で、リニアアレーの場合、
【００３７】

【数６】

【００３８】
である。ただし、λは波長、ｄｉは基準点から各素子アンテナまでの距離である。
【００３９】
　この時の入力相関行列は次式で表される。
【００４０】

【数７】

【００４１】
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　ここで、
【００４２】
【数７－１】

【００４３】
であり、σ2 は熱雑音電力である。また、信号（波源）相関行列Ｓは次式のように成分表
示される。
【００４４】

【数８】

【００４５】
　熱雑音が存在しない場合、到来波が互いに無相関であれば、Ｓは対角行列となり、ラン
クＬである。このとき、上記入力相関行列Ｒxx＝ＡＳＡH はランクＬの非負定値エルミー
ト行列である。この行列の固有値をμi (i=1,2, ・・・,K) 、対応する固有ベクトルをｅ
i (i=1,2, ・・・,K) で表すと、
【００４６】

【数９】

【００４７】
と表すことができ、その固有値μi は実数で、
【００４８】

【数１０】

【００４９】
という関係をもつ。また、対応する固有ベクトルｅi は、
【００５０】
【数１１】

【００５１】
である。ただし、δikはクロネッカーのデルタである。
【００５２】
ここで、熱雑音が存在する場合には、相関行列の固有値λｉは熱雑音がない場合の固有値
μｉに熱雑音電力σ2 が加算された
【００５３】
【数１２】

【００５４】
とおいて相関行列Ｒxxの固有値を表すと、
【００５５】
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【数１３】

【００５６】
という関係式を得る。したがって、相関行列の固有値を求め、熱雑音電力σ2 より大きい
固有値の数から到来波数Ｌを推定することができる。
【００５７】
　ここで、内部雑音電力に等しい固有値に対応する固有ベクトルに対しては次の関係式が
導出できる。
【００５８】
【数１４】

【００５９】
　したがって、
【００６０】
【数１５】

【００６１】
が導かれ、さらに行列ＡとＳがフルランクであることから、
【００６２】

【数１６】

【００６３】
　すなわち、
【００６４】

【数１７】

【００６５】
　となる。これは内部雑音電力に等しい固有値に対応する固有ベクトルがすべて到来波の
方向ベクトルと直交することを意味している。それ故、ＭＵＳＩＣパワースペクトラムは
次式で定義できる。
【００６６】

【数１８】

【００６７】
　ただし、
【００６８】
【数１９】
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【００６９】
である。
【００７０】
　このＭＵＳＩＣパワースペクトラムは、信号の到来方向θに対する受信信号強度の分布
を表すものであるので、このスペクトラムからθに対するスペクトラムのＬ個のピークを
探すことにより、Ｌ個の到来波の方位｛θ１，θ２・・・，θＬ｝を求める。こうして到
来方向が求まれば、逆行列演算により、
【００７１】
【数２０】

【００７２】
　を計算し、この行列Ｓの第ｉ対角成分から第ｉ到来波の受信電力（強度）が得られる。
【００７３】
　以上に述べた例はリニアアレーについてであったが、２次元ＭＵＳＩＣ法による到来方
向の推定は次のようにして行う。
　図４は複数の素子アンテナの２次元上への配置例を示している。（Ａ）の場合、５×５
で合計２５個の素子アンテナを、直交するマトリックスの各交点にそれぞれ配置している
。また（Ｂ）に示す例では、５×５のマトリックスを考えた時、第３行と第３列に合計９
個の素子アンテナを配置している。このように２次元上に配置した場合には、概念的に１
次元の場合の拡張を行う。
【００７４】
　まず図６に示すように、大きさＭ×Ｎの２次元アレーで取得した入力データ（ＡＤＲの
小数値）をＭ×１の列ベクトルに展開する。この受信データの時系列は紙面に垂直方向に
存在するものと考え、用いる入力データは瞬時値である。
【００７５】
　そして、この列ベクトルを１次元の場合の（１）式に示した入力ベクトルＸと同様に考
え、（７）式で相関行列Ｒxxを計算する。
【００７６】
　続いて、この相関行列Ｒxxに対して上述した１次元ＭＵＳＩＣ法の計算を行う。
　以上の処理をＡＤＲが更新される１秒毎に行う。
【００７７】
　次に、この信号到来方向推定装置の特性をシミュレーションした結果を示す。
　まずＭ×Ｎの正方アレーアンテナに対し、（θ，φ）座標系で任意の複数個の正弦波が
入射するものとし、それらの入力波を各素子アンテナ上で時間の関数として加算合成する
。
【００７８】
　図５はこの仰角θと方位角φの関係を示している。
　各入射波の到来方向は、仰角θ（０≦θ≦９０°）、方位角φ（－１８０≦φ≦１８０
°）、正弦波に重畳するノイズの割合σ％、素子アンテナの数５×５、素子アンテナの間
隔ｄ＝λ／２、周波数ｆ＝１．５ＧＨｚとした。ここでλは周波数ｆの１波長である。
【００７９】
　図７は図４の（Ａ）に示した５×５の正方アレーアンテナのシミュレーションデータに
２次元ＭＵＳＩＣ法を適用した場合の結果、図８は図４の（Ｂ）に示した十字形状アレー
アンテナのシミュレーションデータに２次元ＭＵＳＩＣ法を適用した場合の結果である。
ただし、図４の（Ｂ）に示した十字形状アレーの場合は、正方形状アレーのデータに対し
て、素子アンテナの存在しない部分（１６個）のデータをすべて０として計算した。
【００８０】
　図７・図８ともに、（Ａ）は入射波数１、到来方向（θ＝３０°，φ＝６０°）、ノイ
ズ１％、（Ｂ）は入射波数２、到来方向（θ＝３０°，φ＝６０°：θ＝８０°，φ＝－
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６０°）、ノイズ１％とした場合の例である。
　上記シミュレーションでは、シミュレーションプログラムの機能を確認するために各素
子アンテナに時系列の時間波形が入射するようにシミュレーションしたが、時間波形の瞬
時データを入力した場合にも同様の結果が得られた。したがってＡＤＲを入力データとし
た場合も同様である。この結果から、正方アレーアンテナの場合も十字形状アレーアンテ
ナの場合も、ＡＤＲの小数値に対して二次元ＭＵＳＩＣ法の計算を適用することにより、
精度のよい到来方向推定が行えることが確認できた。
【００８１】
　なお、十字形状アレーアンテナの場合、隣接するＧＰＳアンテナの素子同士の接近関係
が緩和されるので、課題で述べた相互干渉の問題は解消できる。また、十字形状に限らず
、Ｌ字状に各素子アンテナを配列しても同様の作用効果を得ることができる。
【００８２】
　次に、実際の観測結果について示す。観測条件は次のとおりである。
　測定地　西宮市（東経135 °北緯34°）
　測定日　2001.2.14 
　GPStime 666181918 ～666186918 
　補正基準の衛星（SVm ）SV7 
　対象とする衛星（SVs ）SV1 
　使用した座標系
　　天頂90°水平 0°とする仰角θ
　　北向 0°西向-90 °とする時計回りの方位角φ
　なお、上記補正基準の衛星は、後述するアナログオフセット（ラインバイアス）の補正
を行うために用いた最も天頂付近にある基準衛星である。
【００８３】
　図９の（Ａ）は時間経過にともなう仰角θの変化、（Ｂ）は時間経過にともなう方位角
φの変化をそれぞれ理論値と共に示している。ここで、実測値は、前述した二次元ＭＵＳ
ＩＣ法の計算により求めた角度スペクトラムのピーク値をとる方向（θ，φ）である。
【００８４】
　図１０は図９に示した値をそのまま（θ, φ）の座標に当てはめ、測定点を中心とする
上空から見た円上にプロットした図である。また、図１１は図９の結果を得た生データに
対して時間平均幅１００秒で単純移動平均した後、二次元ＭＵＳＩＣ法の計算を行った結
果である。ただし、図面の煩雑化を避けるため、図１０・図１１ではデータ5000点の内40
00点までプロットしている。
【００８５】
　この結果、天頂角53°～71°, 方位角76°～42°まで動いている衛星を天頂角、方位と
もに10°以下の誤差で追従できることが確認できた。
【００８６】
　次に、第２の実施形態に係る測位装置の構成について図１２・図１３を基に説明する。
【００８７】
　この受信装置はマルチパスなどによる不要波を受けずに所望波のみを受けて測位を行う
ようにしたものである。図１２において、１１ａ，１１ｂ・・・１１ｉは図４に示したよ
うに複数の素子アンテナである。２で示す部分は各素子アンテナ１１ａ～１１ｉの受信信
号に対して複素重みを与える複素重み付与部である。２１ａ，２１ｂ・・・２１ｉは各素
子アンテナの受信信号の振幅を調整する振幅調整器、２２ａ，２２ｂ・・・２２ｉは各素
子アンテナの信号の位相を調整する位相調整器である。加算器３は、これらの振幅調整お
よび位相調整された各素子アンテナの受信信号を加算して１つの受信信号としてＧＰＳ受
信機７へ与える。
【００８８】
　ＧＰＳ受信機５ａ，５ｂ・・・５ｉおよびデータ処理部６の構成は図１の（Ｂ）に示し
た信号到来方向推定装置の構成と同様である。ただし、データ処理部６は不要波Ｕの方向
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θｕの利得が小さくなり、所望波Ｓの方向θＳの利得が大きくなる指向性パターンとなる
ように、複素重み付与部２の振幅調整器２１ａ～２１ｉおよび位相調整器２２ａ～２２ｉ
の調整量を与える。
【００８９】
　図１３は上記データ処理部６の処理手順を示すフローチャートである。まず各ＧＰＳ受
信機５ａ，５ｂ・・・５ｉからＡＤＲの小数値のデータを収集する（Ｓ１１）。そして、
ＭＵＳＩＣ法によって所望周波数の電波の到来方向を推定する（Ｓ１２）。これらの複数
の電波到来方向のうち、前述した方法により求めたＧＰＳ衛星の方向以外の電波到来方向
を不要波の方向として検出する（Ｓ１３）。そして、所望波（ＧＰＳ衛星からの直接波）
と不要波（反射波）の到来方向を拘束条件としてＤＣＭＰ法により最適複素重みを求める
（Ｓ１４→Ｓ１５→Ｓ１６）。そして、この複素重みを複素重み付与部２へ与える（Ｓ１
７）。以上の処理を必要に応じて繰り返す（Ｓ１８→Ｓ１１→・・・）。なお、ステップ
Ｓ１４では不要波についてのみ拘束条件を課すようにしてもよい。
【００９０】
　上記ＤＣＭＰ法による最適複素重みを求める解析手法については、本願出願人は特願２
００３－１２９４９６で出願したものと同様である。図１３におけるステップＳ１５の処
理では上記出願の方法を適用する。
【００９１】
　なお、上述の例では、複数の受信点をＭ・Ｎ×１の列ベクトルとして処理したが、この
ような列ベクトルに変換せずに２次元の相関ベクトルを求め、その相関ベクトルの固有値
・固有ベクトルを用いて角度スペクトラムを求めるようにしてもよい。
【００９２】
　また、以上の各実施形態では、ＧＰＳ受信機から出力される積算デルタレンジＡＤＲを
入力して信号の到来方向を推定するようにしたが、受信機が受信信号のキャリア位相を求
めて出力されるキャリア位相情報であれば、それを同様に利用できる。
【００９３】
　次に、第３の実施形態に係る測位装置について図１４を基に説明する。
　この第３の実施形態では、図１２に示したＧＰＳ受信機５ａ，５ｂ・・・５ｉのアナロ
グオフセット（ラインバイアス）の補正を行うものである。図１４はそのための処理手順
を示すフローチャートである。
【００９４】
　まずＧＰＳ受信機は受信信号を基に各衛星からの電波のコード位相およびキャリア位相
を観測する（Ｓ２１）。また、受信信号に重畳されている航法メッセージを抽出し、これ
らの情報を基にして受信点の測位演算を行う（Ｓ２２→Ｓ２３）。そして、基準とする受
信機、校正対象の受信機、および基準とする衛星の位置関係に基づいて、基準受信機から
見た基準衛星のキャリア位相と、校正対象の受信機から見た基準衛星のキャリア位相との
差を受信機間計算１重差として算出する（Ｓ２４）。また、基準受信機で観測した基準衛
星のキャリア位相と、校正対象の受信機で観測した基準衛星のキャリア位相との差を受信
機間観測１重差として求める（Ｓ２５）。なお基準衛星としては各種誤差要因の少ない最
も天頂付近の衛星を選ぶ。
【００９５】
　その後、上記受信機間計算１重差と受信機間観測１重差との位相差をアナログオフセッ
トとして求め、その分の校正を行う（Ｓ２６）。
【００９６】
　このようにアナログオフセットの校正を自動的に行うことによって、校正作業に手間が
掛からず、しかも温度変化や経年変化などにも追従して、常に正確なキャリア位相情報を
得る受信信号処理装置を構成することができる。その結果、信号到来方向の推定や受信ビ
ームフォーミングなどの信号処理を高精度に行うことができる。
【００９７】
　なお、以上に示した実施形態では、ＭＵＳＩＣ法により信号到来方向を推定する例を示
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ｐｏｎ法、線形予測法、最小ノルム法、ＥＳＰＲＩＴ法（いずれも非特許文献１参照。）
などを適用して信号到来方向を推定するようにしてもよい。さらには、単にＦＦＴ（高速
フーリエ変換）の演算によって、角度スペクトラムを求めてもよい。もちろんこのＦＦＴ
による方法では、上記実施形態で示したアレーアンテナの場合、全周３６０度をほぼ８方
向ぐらいにしか分離できず、分解能が４５度程度となるので、低分解能でも効果がある場
合に適用できる。また、アンテナの素子数が増えれば実用上問題はない。
【００９８】
　また、実施形態では、複素重みを付与する際に、所定の指向性パターンを得るための複
素重みを求めるためにＤＣＭＰ法を用いたが、その他にＭＭＳＥ法（最小２乗誤差法）、
ＭＳＮ法（最大ＳＮＲ法）、Ｃａｐｏｎ法（いずれも非特許文献１参照。）を適用しても
よい。
【図面の簡単な説明】
【００９９】
【図１】第１の実施形態に係る信号到来方向推定装置の構成を示すブロック図
【図２】同装置の信号処理部の構成を示すブロック図
【図３】キャリアＮＣＯとＡＤＲカウンタとの関係を示す図
【図４】２次元アレーアンテナの各素子アンテナの配置例を示す図
【図５】２次元アレーアンテナと電波到来方向の座標系を示す図
【図６】２次元アレーアンテナの各ＧＰＳ受信機が求めたＡＤＲのデータから１次元の列
ベクトルへの変換例を示す図
【図７】正方アレーアンテナのシミュレーションデータに２次元ＭＵＳＩＣ法を適用した
場合の結果を示す図
【図８】十字アレーアンテナのシミュレーションデータに２次元ＭＵＳＩＣ法を適用した
場合の結果を示す図
【図９】２次元ＭＵＳＩＣ法で求めた信号到来方向の時間経過にともなう変化の例を示す
図
【図１０】図９に示した結果を（θ，φ）の座標に当てはめて上空から見た円上にプロッ
トした図
【図１１】図９の結果を得た生データに対して単純移動平均した結果を示す図
【図１２】第２の実施形態に係る測位装置の構成を示すブロック図
【図１３】同測位装置のデータ処理部６の処理手順を示すフローチャート
【図１４】第３の実施形態に係る測位装置におけるアナログオフセットの抽出および校正
の手順を示すフローチャート
【符号の説明】
【０１００】
　２－複素重み付与部
　５－ＧＰＳ受信機
　６－データ処理部
　１１－素子アンテナ
　２１－振幅調整器
　２２－位相調整器
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